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決算取締役会開催日 平成17年10月 5日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成17年10月31日 単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）

１．平成17年8月中間期の業績（平成17年2月21日～平成17年8月20日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年8月中間期 157,474 9.7 13,584 33.1 13,967 36.6

16年8月中間期 143,607 8.9 10,203 14.0 10,224 14.4

17年2月期 296,085 23,388 23,705

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

17年8月中間期 7,089 37.8 193 95

16年8月中間期 5,145 15.1 140 77

17年2月期 12,548 341 75

(注)①期中平均株式数 17年8月中間期 36,551,646株 16年8月中間期 36,553,559株 17年2月期 36,553,085株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

17年8月中間期 34 00 　　　　――――――

16年8月中間期 29 00 　　　　――――――

17年2月期 　　　　―――――― 68 00

 

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年8月中間期 170,194 116,949 68.7 3,199 61

16年8月中間期 159,952 104,339 65.2 2,854 46

17年2月期 166,124 111,100 66.9 3,037 96

(注)①期末発行済株式数 17年8月中間期 36,551,045株 16年8月中間期 36,553,117株 17年2月期 36,552,162株

②期末自己株式数 17年8月中間期 16,291株 16年8月中間期 14,219株 17年2月期 15,174株

２．平成18年2月期の業績予想（平成17年2月21日～平成18年2月20日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 317,000 26,350 13,800 34 00 68 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　375円61銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の7ページを参照して下さい。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

第52期中間会計期間末
（平成16年８月20日）

第53期中間会計期間末
（平成17年８月20日）

第52期事業年度の要約貸借対照表
（平成17年２月20日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 14,253 17,116 16,407

２．売掛金 183 377 215

３．たな卸資産 19,227 18,848 19,778

４．その他  ※２ 1,974 2,197 1,699

流動資産合計 35,639 22.3 38,541 22.6 38,100 22.9

Ⅱ　固定資産

(1)有形固定資産 ※１

１．建物 40,068 42,186 41,238

２．土地 22,880 25,309 23,610

３．その他 7,175 7,764 7,065

計 70,124 75,260 71,914

(2)無形固定資産 894 921 916

(3)投資その他の資産

１．差入保証金 39,506 41,385 40,762

２．その他 ※２ 15,260 17,463 16,158

３．貸倒引当金 △1,472 △3,378 △1,728

計 53,294 55,471 55,192

固定資産合計 124,313 77.7 131,653 77.4 128,023 77.1

資産合計 159,952 100.0 170,194 100.0 166,124 100.0

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 15,913 17,310 15,068

２．一年内償還予定社債 10,000 5,000 5,000

３．未払法人税等 4,688 6,020 5,951

４．賞与引当金 1,047 1,104 1,026

５．その他 ※２ 5,536 6,280 5,528

流動負債合計 37,185 23.3 35,715 21.0 32,574 19.6
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第52期中間会計期間末
（平成16年８月20日）

第53期中間会計期間末
（平成17年８月20日）

第52期事業年度の要約貸借対照表
（平成17年２月20日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債

１．社債 5,000 － 5,000

２．長期借入金 11,000 15,000 15,000

３．退職給付引当金 857 958 878

４．定時社員退職功労引
当金

227 267 247

５．役員退任慰労引当金 618 656 639

６．受入保証金 724 647 683

固定負債合計 18,427 11.5 17,529 10.3 22,449 13.5

負債合計 55,613 34.8 53,245 31.3 55,023 33.1

（資本の部）

Ⅰ　資本金 17,086 10.7 17,086 10.0 17,086 10.3

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 16,808 16,808 16,808

資本剰余金合計 16,808 10.5 16,808 9.9 16,808 10.1

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 1,005 1,005 1,005

２．任意積立金 62,778 72,831 62,778

３．中間（当期）未処分
利益

5,301 7,199 11,644

利益剰余金合計 69,085 43.2 81,035 47.6 75,428 45.4

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

1,461 0.9 2,137 1.3 1,886 1.1

Ⅴ　自己株式 △102 △0.1 △119 △0.1 △109 △0.0

資本合計 104,339 65.2 116,949 68.7 111,100 66.9

負債及び資本合計 159,952 100.0 170,194 100.0 166,124 100.0
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(2) 中間損益計算書

第52期中間会計期間
(自　平成16年２月21日
至　平成16年８月20日)

第53期中間会計期間
(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

第52期事業年度の要約損益計算書
(自　平成16年２月21日
至　平成17年２月20日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 143,607 100.0 157,474 100.0 296,085 100.0

Ⅱ　売上原価 102,936 71.7 110,956 70.5 210,823 71.2

売上総利益 40,670 28.3 46,517 29.5 85,262 28.8

Ⅲ　営業収入 918 0.6 1,025 0.7 1,867 0.6

営業総利益 41,588 28.9 47,543 30.2 87,129 29.4

Ⅳ　販売費及び一般管理費 31,385 21.8 33,958 21.6 63,741 21.5

営業利益 10,203 7.1 13,584 8.6 23,388 7.9

Ⅴ　営業外収益 ※１ 357 0.2 550 0.4 833 0.3

Ⅵ　営業外費用 ※２ 336 0.2 167 0.1 516 0.2

経常利益 10,224 7.1 13,967 8.9 23,705 8.0

 Ⅶ  特別利益 － － 124 0.0 － －

Ⅷ　特別損失 471 0.3 1,906 1.2 924 0.3

税引前中間(当期)
純利益

9,752 6.8 12,185 7.7 22,781 7.7

法人税、住民税及び
事業税

4,853 5,815 10,728

法人税等調整額 △246 4,606 3.2 △718 5,096 3.2 △496 10,232 3.5

中間（当期）純利益 5,145 3.6 7,089 4.5 12,548 4.2

前期繰越利益 155 109 155

中間配当額 － － 1,060

中間(当期)未処分
利益

5,301 7,199 11,644
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
　第52期中間会計期間
（自平成16年２月21日
至平成16年８月20日）

　第53期中間会計期間
（自平成17年２月21日
至平成17年８月20日）

第52期事業年度
（自平成16年２月21日
至平成17年２月20日）

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1)有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用して

おります。

(1)有価証券

満期保有目的の債券

同左

(1)有価証券

満期保有目的の債券

同左

子会社株式

　移動平均法に基づく原価法を採用

しております。

 子会社株式

同左

子会社株式

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

を採用しております。

　時価のないもの

移動平均法に基づく原価法を採

用しております。

　時価のないもの

同左

　時価のないもの

同左

(2)たな卸資産

商品

売価還元原価法

(2)たな卸資産

商品

同左

(2)たな卸資産

商品

同左

２．固定資産の減価償却

の方法

(1)有形固定資産

建物　：定率法

　　　(簿価の45.8％)及び

　　　　定額法

　　　(簿価の54.2％)

その他：定率法

　なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっ

ております。

(1)有形固定資産

建物　：定率法

　　　(簿価の27.1％)及び

　　　　定額法

　　　(簿価の72.9％)

その他：定率法

　なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっ

ております。

(1)有形固定資産

建物　：定率法

　　　(簿価の35.7％)及び

        定額法

      (簿価の64.3％)

その他：定率法

　なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっ

ております。

(2)無形固定資産

　ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可

能期間（5年）に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産

──────

(2)無形固定資産

　ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可

能期間（5年）に基づく定額法に

よっております。

(3)長期前払費用

　契約期間を基準として毎期均等

額を償却しております。

(3) 長期前払費用

同左

(3)長期前払費用

同左
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項目
　第52期中間会計期間
（自平成16年２月21日
至平成16年８月20日）

　第53期中間会計期間
（自平成17年２月21日
至平成17年８月20日）

第52期事業年度
（自平成16年２月21日
至平成17年２月20日）

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　従業員（定時社員を含む）に対

する賞与の支出に充てるため、支

給見込額のうち当中間会計期間負

担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

            同左

(2)賞与引当金

  従業員（定時社員を含む）に対

する賞与の支出に充てるため、支

給見込額のうち当事業年度負担額

を計上しております。

(3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとして

おります。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとして

おります。

(4) 定時社員退職功労引当金

　定時社員（パートタイマー）の

退職功労金の支出に備えるため、

内規に基づく中間期末要支給額を

計上しております。

(4) 定時社員退職功労引当金

　          同左

(4）定時社員退職功労引当金

　定時社員（パートタイマー）の

退職功労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(5) 役員退任慰労引当金

　役員の退任慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(5) 役員退任慰労引当金

　          同左

(5）役員退任慰労引当金

　役員の退任慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。
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項目
　第52期中間会計期間
（自平成16年２月21日
至平成16年８月20日）

　第53期中間会計期間
（自平成17年２月21日
至平成17年８月20日）

第52期事業年度
（自平成16年２月21日
至平成17年２月20日）

４．外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算

基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物等為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

５．リース取引の処理方

法

　リース物件の所有権が、借主に

移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

              同左 同左

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項

(1)消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。また、仮払

消費税等と仮受消費税等は相殺し、

流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

(1)消費税等の会計処理方法

同左

(1)消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

追加情報

第52期中間会計期間
（自平成16年２月21日
至平成16年８月20日）

第53期中間会計期間
（自平成17年２月21日
至平成17年８月20日）

第52期事業年度
（自平成16年２月21日
至平成17年２月20日）

 　　　　　────── 「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成 16年４月1日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当

中間会計期間から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しており

ます。

  この結果、販売費及び一般管理費

が188百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、188百

万円減少しております。　　　　　　

　

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

第52期中間会計期間
（平成16年８月20日）

第53期中間会計期間
（平成17年８月20日）

第52期事業年度
（平成17年２月20日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

32,447百万円 35,616百万円 33,937百万円

※２　担保に供している資産

　投資有価証券29百万円は、商品

券61百万円について、前払式証票の

規制等に関する法律による商品券発

行保証の担保に供しております。

※２　担保に供している資産

　有価証券23百万円及び投資有価証

券7百万円は、商品券72百万円につ

いて、前払式証票の規制等に関する

法律による商品券発行保証の担保に

供しております。

※２　担保に供している資産

　投資有価証券30百万円は、商品

券58百万円について、前払式証票の

規制等に関する法律による商品券発

行保証の担保に供しております。

（中間損益計算書関係）

第52期中間会計期間
（自平成16年２月21日
至平成16年８月20日）

第53期中間会計期間
（自平成17年２月21日
至平成17年８月20日）

第52期事業年度
（自平成16年２月21日
至平成17年２月20日）

※１　営業外収益のうち ※１　営業外収益のうち ※１　営業外収益のうち

受取利息 175百万円 受取利息 207百万円 受取利息 367百万円

※２　営業外費用のうち ※２　営業外費用のうち ※２　営業外費用のうち

支払利息 34百万円

社債利息 143百万円

支払利息 46百万円

社債利息 75百万円

支払利息 73百万円

社債利息 267百万円

減価償却額 減価償却額 減価償却額

有形固定資産 1,858百万円

無形固定資産 21百万円

有形固定資産 1,867百万円 有形固定資産 3,836百万円

無形固定資産 26百万円
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①　リース取引関係

第52期中間会計期間
（自　平成16年２月21日
至　平成16年８月20日）

第53期中間会計期間
（自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日）

第52期事業年度
（自　平成16年２月21日
至　平成17年２月20日）

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

中間期末
残高相当

額
(百万円)

車輌及び
運搬具

10 1 8

合　　計 10 1 8

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

中間期末
残高相当

額
(百万円)

車輌及び
運搬具

10 3 6

合　　計 10 3 6

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車輌及び
運搬具

10 2 7

合　　計 10 2 7

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1百万円

１年超 7百万円

合計 8百万円

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 6百万円

１年内 1百万円

１年超 6百万円

合計 7百万円

 （注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

 （注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 0百万円

減価償却費相

当額

0百万円

支払リース料 0百万円

減価償却費相

当額

0百万円

支払リース料 1百万円

減価償却費相

当額

1百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、

　残存価額を零とする定額法によ

　っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、

　残存価額を零とする定額法によ

　っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、

　残存価額を零とする定額法によ

　っております。

②　有価証券関係

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

第52期中間会計期間
（自平成16年２月21日
至平成16年８月20日）

第53期中間会計期間
（自平成17年２月21日
至平成17年８月20日）

第52期事業年度
（自平成16年２月21日
至平成17年２月20日）

１株当たり純資産額 2,854円46銭      3,199円61銭 3,037円96銭

１株当たり中間（当期）純

利益金額
140円77銭    193円95銭 341円75銭

　なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。

　なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。

　なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

第52期中間会計期間
(自　平成16年２月21日
至　平成16年８月20日)

第53期中間会計期間
(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

第52期事業年度
(自　平成16年２月21日
至　平成17年２月20日)

中間（当期）純利益（百万円） 5,145 7,089 12,548

普通株主に帰属しない金額（百万円) - - 56

（うち利益処分による役員賞与金） (-) (-) (56)

普通株式に係る中間（当期）純利益（百

万円）
5,145 7,089 12,492

期中平均株式数（千株） 36,553 36,551 36,553

（重要な後発事象）

前中間会計期間（自平成16年２月21日　至平成16年８月20日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自平成17年２月21日　至平成17年８月20日）

該当事項はありません。

前事業年度（自平成16年２月21日　至平成17年２月20日）

該当事項はありません。
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６．役員の異動

　該当事項はありません。
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